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平成２９年度決算状況 

 

熊本市の家計簿２０１８ 



「財政ってなあに？」～熊本市の家計簿２０１８～作成にあたって 

 

 本書「財政ってなあに？」は、平成２９年度の決算数値などをつかって、

熊本市の財政の仕組みや、市役所で行っている事業など、熊本市の財政に

関することを市民の皆様にわかりやすく紹介するために作成したもので

す。 

 

 本書は２部構成となっており、 

 

第１部「決算の概要」では、平成２９年度の本市の決算状況をできるだ

け簡単な言葉を用い、わかりやすく表現することを心がけました。内容は

「一般会計」「特別会計」「企業会計」について、本市の決算状況を概括的

にまとめてあります。 

また、他都市と同じ基準で比較するため、全国統一のルールで計算する

「普通会計」についてもまとめています。 

 

 第２部は「決算の分析」です。本市の決算状況が経年でどのように変化

しているか、あるいは他都市と比較してどのような状況にあるのかを一目

でわかるように、グラフなどを用いて説明しています。 

 

 

以上が本書の構成ですが、「限られたお金をどのように使っているのか」、

「市役所の仕事が本市へどのような効果をもたらしているのか」などの本

市の財政状況について、少しでも身近に感じていただければ幸いです。 

 

今後も、自治運営の基本原則であります、「情報共有」「参画」「協働」

を踏まえ、市民の皆様方に本市の財政状況をできるだけわかりやすく紹介

していくこととしておりますので、ご理解とご協力をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平平成成３３００年年 1122月月      

熊本市財政局財務部財政課 



◇会計の種類と決算歳出規模

　○一般会計の決算

　　　　　　総額　4,149億0,439万円

　　　　　　総額　4,027億2,459万円

　○特別会計の決算

　○公営企業決算

 ◇平成29年度歳入決算額　4,149億円

〔歳入の内訳〕 （　）内は前年度の数値

　自主財源 1,363億円（1,295億円）

⇒市税や施設の使用料など、地方自治体が自主的に収入できる財源

市税 994億円（981億円）
市民税 454億円（451億円）
個人市民税 354億円（360億円）

⇒給与収入などに応じて納めていただく住民税

法人市民税 100億円（91億円）
⇒市内に事業所がある法人に納めていただく税

固定資産税 397億円（386億円）
⇒土地や家、ビル等を持っている方に納めていただく税

都市計画税 52億円（51億円）
⇒市街化区域内に土地や家などを持っている方に納めていただく税

市たばこ税 52億円（55億円）
⇒市内でたばこを買った方に納めていただく税

その他の税 39億円（38億円）
⇒軽自動車等を保有している方に納めていただく税など

使用料・手数料 78億円（77億円）
⇒利用者などに負担していただく料金収入（市営住宅や市の施設の使用料など）

その他 291億円（237億円）
⇒宝くじ販売による収入や、市の財産の売却や貸付による収入など

　依存財源 2,786億円（2,383億円）

⇒事業の内容等により国や県から交付される財源や施設等の整備のため借り入れる財源

国県支出金 1,415億円（1,217億円）
⇒特定の事業に対して、国・県から使いみちを指定して交付されるお金

地方交付税 454億円（398億円）

譲与税等 325億円（198億円）
⇒いったん国税や県税として徴収し、配分されるお金など

市債 592億円（570億円）
⇒道路や公園等の整備のために借り入れるお金や、地方交付税の代わりに借り入れるお金

⇒地域ごとの状況の違いによって地方税収の差などを調整するため、国から交付されるお金

　一般会計の歳入決算額（収入）

457億円 440億円 17億円

≪水道や下水道、病院、電車など、民間企業と同じように運営している会計です≫

2,193億円 2,188億円 5億円 1億円 4億円

収益的収入A 収益的支出B 差引C=A-B

≪国民健康保険会計や競輪事業会計等、特定の事業を特定の収入によって行う会計です≫

歳入A 歳出B 差引C=A-B 繰越額D 実質的な黒字額（実質収支）E=C-D

歳出

歳入

平成２９年度の決算概要

　各会計の歳出規模

≪福祉、医療、教育や道路・公園整備など基礎的な行政サービスを行う会計です≫

一般会計の歳入決算額は4,149億円となり、

前年度と比べ471億円の増加となりました。

自主財源のうち市税は、法人市民税や固定資

産税の増加等により、994億円、対前年度

13億円の増となりました。

依存財源については、これまで熊本県が負担

していた市立の小・中学校の教職員の給与負

担が熊本市へ権限移譲されたことに伴い、そ

の財源となる国県支出金・地方交付税・譲与

税等が大幅に増加しました。

翌年度に繰り越すべき

財源（繰越額）

63億5,729万円

実質的な黒字額

（実質収支）

58億2,251万円

歳入－歳出

121億7,980万

自主財源

32.9%

1,363

依存財源

67.1%

2,786

市税

24.0%

994

1.9% 78

その他

7.0%

291

国県支出金

34.1%

1,415

地方交付税

10.9%

454

譲与税等

7.8%

325

市債

14.3%

592

歳入総額

4,149

（単位：億円）

使用料

手数料



 ◇平成29年度歳出決算額　4,027億円

○性質別経費（歳出を経費の性質に着目して分類したもの）

〔歳出の内訳〕 （　）内は前年度の数値

　義務的経費 2,068億円（1,767億円）

人件費 796億円（502億円）
⇒市役所で働く職員の給料、退職金などの経費

扶助費 961億円（953億円）
⇒生活に困窮する人の保障や児童福祉などの経費

公債費 311億円（312億円）
⇒公共施設を建設するときなどの借入金の返済金

　投資的経費 613億円（477億円）

普通建設事業 458億円（344億円）
⇒道路、公園、学校などを整備、建設する経費

災害復旧事業 155億円（133億円）
⇒公共施設等の災害復旧に要する経費

　その他経費 1,346億円（1,329億円）

物件費 744億円（674億円）
⇒市の施設を管理する経費やシステム管理の経費のほか、消耗品や備品などの経費

繰出金 278億円（274億円）
⇒特別会計や企業会計に対し、一般会計から拠出する経費

補助費等 202億円（246億円）
⇒公営性の高い団体や事業などに対する補助金や負担金など

その他 122億円（135億円）

○目的別経費（歳出をサービスの目的で分類したもの）

※平成30年3月31日時点における熊本市の人口（732,217人）

○市民一人あたりの市債残高 ○経常収支比率 ○財政力指数

○実質公債費比率 ○将来負担比率 ○資金不足比率

20市中
12番目

20市中
13番目

全ての対象会計について、資金不足0

商店街の活性化や観光の振興などに要する経費

　熊本市の財政状況

20市中
8番目

20市中
3番目

20市中
20番目

174億円

合　　　　計 4,027億円 549,974円 100.0% 3,573億円 454億円

そ の 他 議会運営などに要する経費 15億円 2,049円 0.4% 15億円 0億円

1億円

農 林 水 産 業 費 農業や水産業の振興などに要する経費 92億円 12,565円 2.3% 55億円 37億円

商 工 費

公共施設等の災害復旧に要する経費

78億円 10,653円 1.9% 77億円

消 防 費 消防や救急活動などに要する経費 79億円 10,789円 2.0% 81億円 ▲ 2億円

▲ 4億円衛 生 費 健康づくりの推進、ごみ処理、環境保全などに要する経費 170億円 23,217円 4.1%

524億円

▲ 2億円

教 育 費 学校教育、生涯学習、スポーツ振興などに要する経費 633億円 86,450円 15.7% 252億円 381億円

公 債 費 借金の返済などに要する経費 311億円 42,474円 7.7% 313億円

103億円

総 務 費 市役所の管理運営、広報、防災活動などに要する経費 337億円 46,025円 8.4% 372億円 ▲ 35億円

災 害 復 旧 費

▲ 30億円

Ａ－Ｂ

民 生 費 子育て支援や高齢者・障がい者福祉などに要する経費 1,316億円 179,728円 32.7% 1,311億円 5億円

目 的 別
決算額
A

参考　H28

市民1人あたり 構成比 決算額　B

502億円 68,558円 12.5% 399億円

土 木 費 道路、公園、河川、下水道整備などに要する経費 494億円 67,466円 12.3%

　一般会計の歳出決算額

教育費は、市立の小・中学校の教職員の給与負担が熊本県から熊本市へ権限移譲されたことにより、381億円増加しています。また、

災害復旧費についても、熊本地震に係る災害廃棄物処理経費のほか、被災宅地の復旧や、公共施設の復旧に伴い、前年度と比べ、103

億円増加しています。

一般会計の歳出決算額は、4,027億円とな

り、前年度と比べ454億円の増加となりま

した。これは、市立の小・中学校の教職員の

給与負担が熊本県から熊本市へ権限移譲され

たことによるものです。
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第１部

決算の概要





 

 1

１ 会計の種類と決算規模 

  熊本市役所では、市民の暮らしを支えるために、『保育園や学校を運営する、道

路をつくる、ごみの収集をする・・・』などなど、色々な仕事をしています。  
  市役所のような地方自治体が仕事をするためのお財布を「会計」といい、みなさ

んのお財布と同じように、入ってくるお金「歳入（収入）」と使うお金「歳出（支

出）」があります。 
   
 
 

   
 
 

  地方自治体のお財布「会計」は、「一般会計」「特別会計」「企業会計」の３つに

分類されるのが一般的ですが、熊本市の仕事に、平成29年度の１年間でかかった

お金がどれぐらいかわかりますか？ 

 

 

公営企業会計まで含め、全部で  ６，655億円 です。 

 

市役所や区役所などの各部署で仕事をするのに、この 1年間でいくら収入があっ

て、いくら支出したか（＝決算）を、これから色々な角度から紹介していきます。 

平成29年度のそれぞれの決算額（歳出）は・・・

歳出

一般会計 4,027億円

特別会計 2,188億円

企業会計 440億円

全会計の総額 6,655億円

熊本市のお財布 

（会計） 

歳入（収入） 

市に入るお金 

 

●税金（市税） 

●国や県からの補助金 

●使用料・手数料 

●市債（借金）など 

歳出（支出） 

市が使うお金 

 

●福祉や教育 

●道路などの整備・補修 

●公共施設の維持・管理 

●借金の返済など 



 

 2

  それでは、各会計がどのようなものか見てみましょう。 

 

「一般会計」 

高齢者や障がい者、子育て世代のための福祉事業、ごみの収集、道路・公園の

整備、学校の運営、消防や救急など、私たちの生活全般に関係する仕事でつかっ

たお金をまとめるお財布です。   

 

 

 

総務・土木・教育など目的毎に１3の項目に分けて使っています。 

これらの事業にかかる経費は、主に私たちが納める「税金」でまかなわれています。

〔P5～13参照〕 

 
 
 
「特別会計」 

   「私たちの健康を支える国民健康保険は、加入者の皆さんが払う国民健康保険

料で・・・」、「誰もが利用できる地下駐車場は、駐車場使用料で・・・」、とい

ったふうに、かかった経費が、原則として保険料や使用料など入ってくるお金で

まかなわれる事業については、一般会計とはお財布を別にして「特別会計」で経

理をしています。 

 

熊本市には、上記のほかに介護保険の運営や競輪事業など１4の特別会計を設

けています。 

〔P14～17参照〕 
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「公営企業会計」 

病院、水道、下水道、交通などの事業は、民間企業と同じように、その事業で収

入をあげて、かかる経費をまかなっている事業です。 

 

熊本市には、５つの公営企業会計があります。 

〔P18～21参照〕 

 

 このように、仕事の性質によってお金の管理を行うことで、そのお財布「会計」ごと

の収支を明確にしています。 

 

 

 

こんな会計もあります！！ 

日本全国のそれぞれの市で「一般会計」「特別会計」「公営企業会計」と分けてお財布

を持っていますが、特に「特別会計」や「公営企業会計」では、その地域の特性に応じ、

様々な事業で市民サービスを行い、その収支をまかなっています。 

全国の特徴のある会計には、次のようなものがあります。 

 

  北海道 富良野市   「ワイン事業会計」（公営企業会計） 

  広島県 広島市    「広島市民球場特別会計」（特別会計） 

  茨城県 下妻市    「砂沼サンビーチ特別会計」（特別会計） 

  鹿児島県 鹿児島市  「桜島観光施設特別会計」（特別会計） 
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熊本市の一般会計（決算） 年収300万円の家計簿に置き換えると・・・

（収入） （収入）

市税・地方交付税・譲与税等 1,773億円 給料（基本給） 128万円

国・県支出金 1,415億円 諸手当（扶養手当など） 102万円

市債 592億円 金融機関からのローン借入 44万円

その他 369億円 パート収入、家財の売却による収入 26万円

合計　（A） 4,149億円 合計 300万円

（支出） （支出）

人件費 796億円 食費 58万円

扶助費 961億円 医療費や保育料 69万円

公債費 311億円 住宅ローンの返済 22万円

投資的経費 613億円 家の修繕費や家具などの購入 44万円

物件費・補助費等など 1,068億円 光熱水費や日用品など 77万円

繰出金 278億円 親や子どもへの仕送り 20万円

合計　（B） 4,027億円 合計 291万円

（収支） （収支）

122億円 9万円

64億円 5万円

58億円 4万円

黒字（A）－（B）＝（C）

来年度への繰越　（D）

黒字（A）－（B）＝（C）

来年度への繰越　（D）

実質的な黒字（C）－（D）＝（E）実質的な黒字（C）－（D）＝（E）

２ 家計簿に置き換えてみよう  

「市の決算で何千億円つかいました」、といってもなかなかピンとこないでしょう。 

そこで、市の一般会計の決算を、ある家庭の家計簿に置き換えてみました。 

この表は、ある家庭の給料を、熊本市の主な財源である市税、地方交付税等に見立て

て計算しています。 

収入・支出の総額に対して、給料やローンの支払いがどれくらいの割合を占めるのか、

といった視点で見ていただくと、熊本市の財政事情（やりくり）も併せて理解していた

だけるかと思います。 

 

この家計簿は、総収入のうち給料や諸手当では足りない分について、金融機関からの

借り入れやパート収入などでまかなっています。 

 

また、支出面では、食費や医療費が127万円となり、支出全体の約4割を占め、住

宅ローンを含めた固定経費は149万円となり、支出全体の約5割となっています。そ

のほか、古くなった家の修理や家具の買い替え、光熱水費、親や子どもへの仕送りなど、

生活する上で必要となる費用が占めています。 
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３ 一般会計の決算 

  それでは、一般会計の決算を詳しく見てみましょう。 
 

 
 
 一般会計の決算は、歳入が4,149億円（前年度比プラス 471 億円）、歳出が4,027

億円（前年度比プラス 454 億円）となりました。 

歳入と歳出を単純に差し引くと122億円の黒字になりますが、平成29年度中に予

定していた工事などが事情により進まなかったため、やむを得ずやり残した分を平成

30年度に持ち越して使う経費（これを「繰越」といいます。）が 64億円あり、これ

は翌年度に使いますので、差し引いて考えると、実質的には58億円の黒字（これを「実

質収支」といいます。）になります。 

なお、平成28年度の黒字額は47億円で、平成29年度に繰り越され、歳入の一部

となっています。 

次のページからは、歳入と歳出の内容を具体的に説明します。 

平成29年度一般会計決算

市税 994億円 2,068億円

地方交付税 454億円 人件費 796億円

市債 592億円 扶助費 961億円

国･県支出金 1,415億円 公債費 311億円

その他 694億円 613億円

1,346億円

4,149億円 4,027億円

122億円

64億円

58億円

平成28年度一般会計決算

市税 981億円 1,767億円

地方交付税 398億円 人件費 502億円

市債 570億円 扶助費 953億円

国･県支出金 1,217億円 公債費 312億円

その他 512億円 477億円

1,329億円

3,678億円 3,573億円

105億円

58億円

47億円

義務的経費

投資的経費

その他

歳　入　（A） 歳　出　（B）

差し引き（黒字）　（A）－（B）＝（C）

翌年度への繰り越し　（D）

実質的な黒字　（C）－（D）＝（E）

その他

翌年度への繰り越し　（D）

実質的な黒字　（C）－（D）＝（E）

義務的経費

投資的経費

歳　入　（A） 歳　出　（B）

差し引き（黒字）　（A）－（B）＝（C）

前
の
年
度
の
実
質
的
な
黒
字
は
次
の
年
度
の
歳
入
へ
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（１） 歳入総額と内訳 

市の歳入（収入）にはどのようなものがあるか知っていますか？ 

市の歳入は、大きく分けて市税や使用料・手数料などの「自主財源」と、国県支出

金や地方交付税などの「依存財源」に分けられます。 

 
 平成29年度決算においては、自主財源と依存財源との割合が3.3：6.7となり、依

存財源が自主財源を大幅に上回っており、自立的な財政運営のため、自主財源の充実・

確保が重要といえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主財源

32.9%

1,363

依存財源

67.1%

2,786

市税

24.0%

994

1.9% 78

その他

7.0%

291

国県支出金

34.1%

1,415

地方交付税

10.9%

454

譲与税等

7.8%

325

市債

14.3%

592

歳入総額

4,149

（単位：億円）

使用料

手数料

Ⅰ．自主財源 

自主財源とは、地方自治体が自主的に収入することが可能な財源のことをいい、

市税や使用料・手数料などがこれにあたります。 

① 市税 
私たちが納める税金には、市内に居住されている方等にかかる「市民税」や、

土地や家屋の所有に対してかかる「固定資産税」、たばこの販売にかかる「市たば

こ税」などがあり、平成29年度は994億円の税収がありました。 

歳入全体に占める割合は24.0％と2番目に大きく、平成28年度より13億円、

1.3％の増となっています（P8で詳しく説明します）。 

② 使用料・手数料 
熊本市立体育館を使用する際に支払う使用料や、市営住宅の家賃などが使用料

にあたり、住民票や印鑑証明書の発行にかかる費用などが手数料です。 

平成29年度の使用料・手数料収入は78億円でした。 

③ その他 
前年度からの繰越金や宝くじ収入、環境工場でのごみ焼却による発電の電力料

金収入などがあります。 
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Ⅱ．依存財源 

依存財源とは、地方交付税や、事業を実施する際に交付される国県支出金などで

す。 

 

① 地方交付税 
私たちが納める税金には、市税のように熊本市などの地方自治体に納める地方

税のほか、国に納める所得税、酒税、消費税などの国税があります。 

地方交付税は、それら国税の一部等を原資に、都市部や山間部など地方自治体

間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住んでいても標準的な行政サービスや基

本的な社会資本が提供できるように財源を保障する役割として、地方自治体の財

政力に応じて入ってくるもので、平成29年度は454億円でした（P９で詳しく

説明します）。 

 

② 譲与税等 
主に国税や県税の一定割合がルールに基づき配分されるもので、地方揮発油譲

与税などの地方譲与税や、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金などがあり、

平成29年度の譲与税等は325億円でした。 

平成 29年度より、これまで熊本県が負担していた市立の小中学校の教職員の

給与負担が熊本市へ権限移譲されたことに伴い、個人住民税所得割の税源移譲が

行われるまでの間の経過措置として、熊本県から相当分の県民税所得割交付金が

支払われています。 

 

③ 国県支出金 
生活保護費や障がい者自立支援経費などの扶助費や、道路整備等の特定の事業

の財源として、事業費の一部または全部に対し、国や県から使いみちを指定して

交付されるもので、平成29年度の国県支出金は1,415億円、このうち熊本地震

からの復旧・復興に係る分は232億円でした。 

 

④ 市債 
市債（地方債）とは、いわゆる借入金のことです。 

公共施設を建設するときは、国や県からの補助金が活用できるものもあります

が、それ以外の経費をその年度の税金だけでまかなうことは到底できません。そ

のため、将来にわたって使用するものを世代間で公平に負担していくために借入

れを行っており、平成29年度は592億円を借り入れました。 

このうち、公共施設整備・災害復旧などのための借入額は 367億円で、その

ほか臨時財政対策債（P９で詳しく説明します）を225億円借り入れています。 




